
             
■学校経営のポイント 

            “小・中学校設置基準”の制定趣旨をふまえる  
                                                                                                                   

 小学校設置基準と中学校設置基準が，去る３月 29

日に公布された（省令第 14 号・第 15 号）。「待望の」
という表現は必ずしもふさわしくないかもしれない
が，「ようやく」という表現は，学校教育法第３条

の規定に照らして適切かと思われる。 

ようやく“小・中学校設置基準”が制定 
 学校教育法第３条は，「学校を設置しようとする

者は，学校の種類に応じ，文部科学大臣の定める設
備，編制その他に関する設置基準に従い，これを設
置しなければならない」として，国・公・私立を問

わず，学校の設置は学校設置基準に従ってなされる
べきことを定めているが，じつは，小・中学校につ
いては久しく学校設置基準が制定されないままにな

っていた。 
 高等学校設置基準は，昭和 23 年１月 27 日公布，
大学設置基準は昭和 31 年 10 月 22 日公布，幼稚園

設置基準は昭和 31 年 12 月 13 日公布，高等専門学
校設置基準は昭和 36 年８月 30日公布，というよう
に比較的早期に制定されているが，じつに不思議な

ことに国の教育制度の根幹をなす義務教育学校につ
いては設置基準が制定されないままに，約 55 年の
歳月が流れたのである。もっとも，設置基準の内容

の一部に相当するものは，学校教育法施行規則にお
いて規定されていたという事情がある。 
 学校設置基準は，学校教育法第３条の規定からも

知られるように，その主要な内容は施設・設備，組
織編制に関する事項である。しかし，小・中学校設
置基準の制定を契機として，学校教職員にぜひとも

自覚を新たにしてほしいことがある。それは小学校
設置基準，中学校設置基準の第２条と第３条である。 
 条文の内容はまったく同じであるから，ここでは

中学校設置基準の第２条と第３条を掲げておく。 

“自己点検”“学校情報提供”を義務づけ 
第２条第１項 中学校は，その教育水準の向上を図
り，当該中学校の目的を実現するため，当該中学
校の教育活動その他の学校運営の状況について自

ら点検及び評価を行い，その結果を公表するよう
努めるものとする。 
 第２項 前項の点検及び評価を行うに当たっては，

同項の趣旨に即し適切な項目を設定して行うも
のとする。 

第３条 中学校は，当該中学校の教育活動その他の

学校運営の状況について，保護者等に対して積極
的に情報を提供するものとする。 
 第２条は，各学校で自らの教育活動を自己点検・

自己評価し，その結果を公表することを努力義務と
して課したものである。点検項目は，各学校で検討
し，設定することが想定されている。 

第３条は，保護者等に対する学校運営情報の積極
的な提供を義務づけたものである。どのような情報
を提供することが学校の信頼性を高め，学校への保

護者等の協力姿勢を強化することになるか，各学校
で検討し，実践に移していただきたい。 
        （わかい・やいち＝上越教育大学教授） 
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